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１．報告の要旨

ジーニ係数とローレンツ曲線を併用することによって、ジーニ係数の値に変化がない場合にも、所得分布の

内部構成の変化を検出しうることがある。また、ジーニ係数を平均差(differenza media)によって再定義したジ

ーニの所説を拠り所にすれば、ジーニ係数の変動と所得分布の変化との関連を明らかにすることができる。そ

して、ジーニ係数の寄与度分解によって所得分布の内部構成を解明する途が開かれる。ジーニ係数は一種の総

合指標であり、所得分布の計測に今後とも使用されると考えられる。しかし、それには限界もある。

２．報告の目的

ジーニ係数が 1914年に公表される以前にも、所得分布の統計的計測のために数量的指標が考案されている。

たとえば G.K.ホームズは、所得額を階級区分の標識として所得総額のメディアンと人数のメディアンを計算

し、その 2つのメディアンの差を「三連尺度」と名づけ、これによって所得分布の不平等度を計測しようとし

た[Holmes(1892)]。A.L.ボーレーは「相対四分位偏差」Q

ただし、サフィックスは四分位の順位

を所得分布の統計的計測指標として活用し[Bowley(1901)]、W.M.パーソンズは変動係数の活用を提言した

[Persons(1909)]。上述した試みはいずれも単一指標による所得分布の統計的計測である。

その点では、パレート指数αもまた単一指標であるから、上述の試みの現れとして位置づけられる[Pareto

(1895)]。パレートが所得分布の関数として想定した

ただし、xは所得、N(x)は所得が x以上の人数

は後に C.ブレシアーニ=チュッローニによって「パレートの第 1 法則」と名づけられた[Bresciani-Turroni

(1937)]。この式のなかのαが後にパレート指数と呼ばれるようになった。上に見られるように、パレート指

数αは関数関係で表現された所得分布（パレート分布）のパラメータであり、その点では関数関係を想定しな

いホームズ、ボーレー、パーソンズの試みとは異なっている。このパレート法則におけるパラメータαが大き

いほど不平等度が強まるとパレートは考えた。パレート理論をイタリアの学界に紹介・導入したロドルフォ・

ベニーニは基本的にはパレート理論の有効性を主張した[Benini(1897)]。しかし、αの解釈についてはパレー

トに反して、αが大きいほど不平等度が弱められ、均等な所得分布に近づくと主張し、これが今日では通説と

なっている。

ジーニ係数は「集中比(rapporto di concentrazione)」という名で公表された[Gini（1914）]。これを公表する

直前にジーニは、パレート法則に改良を加えて導出した「集中指数(indice di concentrazione)」によって所得分

布の集中を計測できると考えた[Gini(1909)]。そして、ジーニは、これがパレート法則にたいする 3 つの批判

（①モデルの適合性、②モデルの感度、③所得総額の無視）に対抗しうる、と考えた。この集中指数は今日で

は「ジーニ指数」とも言われている。それは、パレートの第 1法則とジーニの所得分布モデル

ただし、xは所得、A(x)は x以上の所得を有す世帯の総所得

から誘導される関数

ただし、N(x)は所得がｘ以上の人数、A(x)は上に同じ

の右辺の「べき」δである。xi ごとに計算される とその相加平均 のいずれもが集中指数であると
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言われている。個々の を「個別集中指数」、その相加平均 を「総合集中指数」 と名づけて識別する

と、事柄の内容が明確になる。

ジーニが集中指数を公表するよりも 4 年早い 1905 年に、M.O.ローレンツはいわゆるローレンツ曲線によっ

てプロイセン（1892 年と 1901 年）の所得分布の集中を研究している[Lorenz(1905)]＊。この曲線では所得分

布には関数関係が前提されてはいない。明証的なグラフで視覚に訴えるローレンツの方法に触発されて、集中

指数の研究の後に、ジーニは、関数関係にない場合の分布一般（具体的には所得分布も念頭においていたと考

えられる）についてその集中の度合いを計測する統計指標の研究に着手し、この成果が後にジーニ係数と言わ

れる「集中比」に結実した(1914年)。
＊
ローレンツ曲線と類似した形状のグラフ法はフランスでも研究されていた。フランスにおける研究とアメリカで

の研究との関連は明確ではないが、おそらく両者はそれぞれ独自に類似したグラフ法を所得（資産）分布の研究

に活用したものと考えられる。cf. Chatelain(1907)、SÈailles(1910)

ジーニの 1914 年論文の主旨を今日的な観点から見れば、①集中比の定義、②ローレンツ曲線との関係、③

平均差による再定義である。この第 2論点で解明された集中比（ジーニ係数）は、視覚に訴えて集中の程度を

判定するローレンツ曲線にくらべて、集中度を数値で特定することから、所得分布の平等度（不平等度）、あ

るいは所得格差の計測において注目されるようになった。そして、ローレンツ曲線はジーニ係数を幾何学的に

説明するための補助的手段として活用されるようになった。所得分布における不平等度の強弱が数値で示され

るという総合指数としてのこの分かりやすさが、ジーニ係数を所得分布の統計的計測指標として利用させる理

由の一つである。

本報告は、このようなジーニ係数の有効性を検討することを目的とする。
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